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パーム油問題解決に向けた 
金融や企業への取り組み状況について�
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•  生物多様性の生息地	

•  二酸化炭素（CO2）排出の
吸収・貯留 

•  淡水、食物、医薬品、繊維 
•  降水パターンの調節 
•  養分循環と土壌肥沃度	

•  土壌浸食防止	

•  受粉	

•  空気の清浄化	

熱帯雨林が持続可能な社会のために
果たす様々な役割 

SDG15.2 2020年まで
に、あらゆる種類の森
林の持続可能な経営
の実施を促進し、森林
減少を阻止し、劣化し
た森林を回復。。。。 
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輸出用農作物の生産のために違法に転換された
森林は最近の熱帯林減少のほぼ4分の1を占めた 
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日本は熱帯林リスク産品ー特に紙パルプ、木材、
パーム油などの取引によって熱帯林破壊に関与 
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熱帯林リスク産品セクターにおける
ESGリスクとマテリアリティ 
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ESG課題 

•  E： 森林・泥炭地の破壊によるCO2排出、生物多様性の損失等 
•  S：住民との紛争、先住民族・土地権の侵害、児童・強制労働等 
•  G: 贈収賄、違法行為、経済・金融犯罪（脱税等） 

サプライチェー
ンリスク 

•  オペレーションリスク：紛争による事業停止等 
•  規制リスク：土地権、泥炭地等に関する規制強化 
•  評判リスク：NGOキャンペーンによるブランド価値の毀損等 
•  法的リスク：訴訟等 
•  市場リスク：購入者のNDPE基準違反による契約の解除等 

投資家・銀行
に対するリスク 

•  財務リスク：座礁資産による資本の損失、債務不履行等 
•  規制リスク：ポートフォリオにおけるESGリスクの開示履行等 
•  法的リスク：受託者責任違反等 
•  評判リスク：責任ある投資家や銀行としての信用の喪失 
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6 東南アジアの選ばれた183の森林リスクセクター企業への融資・引受 
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東南アジアの選ばれた183の森林リスクセクター企業への融資・引受 
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東南アジアの選ばれた183の森林リスクセクター企業への投資 
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ノルウェー政府年金基金 
ESG投資方針 
ü  人権方針 
ü  気候変動方針：熱帯林減少は評価

対象の１つ 
 
方針の実施結果 
ü  2012年から2015年の間に29の

パーム油企業からの投資を、「彼ら

のパーム油生産が持続不可能と判

断されたため」引き上げ。 
ü  森林破壊リスクのため、2012年から

59社から投資を引き上げ。 
ü   違法伐採問題が指摘されたマレー

シア・サラワク州で事業を行なってい

る上場の伐採企業３社を含め、いく

つかの伐採企業からも引き上げ。 

年基金による2017年報告書 



SOFT  
COMMODITIES  
COMPACT 
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目標 
ü  投融資を通じて、サプライチェーンの

改革を支援（CGFメンバーと連携） 
ü  銀行業界全体の基準を引き上げ、

森林減少を正味ゼロにする 
 
対象産品 
ü  パーム油 
ü  木材・紙パルプ 
ü  牛肉 
ü  大豆 



HSBC　（イギリス） 
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パーム油について、「森林減少禁止、泥炭地開発禁止、搾取禁止」　(NDPE）」
に一致した基準を要求　（2017年2月更新） 

 
伐採事業について強い基準を設けているが、弱い認証基準に頼っている事が課題　
（2014年3月更新） 
 



ABN AMRO　（オランダ） 
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Agri-Commodities Policy　（2017年9月更新） 

次の基準も木材製品とパーム油に適用されている： 
“Commitment to source from production sites which protect HCV Forest, HCS and peatland” 



NDPE & HCSA 
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•  NDPE: 2017年2月時点で、世界中の365社がゼロ森林破壊またはサプライ
チェーンにおける「森林減少禁止、泥炭地開発禁止、搾取禁止　(NDPE）」への
コミットメントを持つ。 

•  HCSA:高炭素貯蔵アプローチ(HCSA)はNDPE方針の実施及び森林減少ゼロ
を達成するための新しい標準。人権にも配慮しながら、保護すべき森林と劣化
された土地を切り分ける方法である。 

•  www.highcarbonstock.org	



3メガバンクの取り組み：新方針を採択 
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MUFG 
（2018年
5月15日
採択） 

● 保護価値の高い地域へ負の影響を与える事業へのファイナンスに際して特
に留意	
● 先住民族の地域社会へ負の影響を与える事業や非自発的住民移転につな
がる土地収用を伴う事業へのファイナンスに際して特に留意	
● 特に留意する事業の場合、顧客企業の「環境社会配慮が、予想されるリスク
または影響に比べて十分とは言えない場合には、ファイナンスを実行しない」	

みずほ 
（2018年
6月13日
採択） 

● 「取引を通じて環境・社会に対する負の影響を助長する可能性が高い業種」
として、パーム油・木材等を明記。特に留意する取引として、セクター別方針を
制定、認識すべき環境・社会リスクを明示。	
● パーム油や木材における「人権侵害や環境破壊への加担を避けるため、持
続可能なパーム油の国際認証・現地認証や、国際的な森林認証制度の取得
状況、先住民や地域社会とのトラブルの有無等に十分に注意を払い取引判
断」を行う。	

三井住
友銀行
（2018年
6月18日
採択） 

● パーム油、森林伐採についての新たな「事業別融資方針」の制定	
● パーム油について、違法伐採や児童労働などの人権侵害が行われている
可能性の高い融資を禁止。RSPO(持続可能なパーム油のための円卓会議)
認証と同等の認証制度の有無を確認。	
● 森林伐採への対応として、違法伐採や違法な焼却への融資を禁止。	



買手への取り組み	
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不二製油 
・調達方針「森林減少禁止、泥炭地開発禁止、搾取禁止」　(NDPE）」　（2016年3月） 
・苦情処理メカニズム導入、サプライチェーン下の工場情報公表　（2018年６月） 
 
他のメーカーへの取り組み： 
日清食品 
・調達方針策定(2013年)し、米国日清では、2013年にRSPO加盟し、2016年までに 100 
%認証パーム油への切り替えが完了。日本の日清食品グループとして調達方針を制定
し、RSPOに2017年９月に加盟。 	
 
東洋水産 
・米国のマルチャンが2015年に加盟し、2020年末までに認証油への切り替え　 
 
プランテーション・ウォッチとしての食品業界への取り組み状況確認 
・あぶない油サイトでの「対応すごろく」 
 
東京2020五輪大会での調達方針策定への取り組み 
 
植物油脂での「パーム油」食品表示への取り組み 



東京五輪、木材調達問題、 
金融セクターとの関わり 
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東京オリンピック木材調達方針 
1　伐採に当たって、原木の生産された国又は
地域における森林に関する法令等に照 らして
手続きが適切になされたものであること	

 2　中長期的な計画又は方針に基づき管理経
営されている森林に由来すること	

 3　伐採に当たって、生態系の保全に配慮さ
れていること	

 4　伐採に当たって、先住民族や地域住民の
権利に配慮されていること	

 5　伐採に従事する労働者の安全対策が適
切に取られていること	
 
FSC※1、PEFC※2、SGEC※3 による認証
材については、上記の1~5への適合度が高い
ものとして原則認める。	

「コンクリート型枠合板調達状況について
（2017 年 11 月末時点）」（東京 2020 組
織委員会、2018 年 2 月 5 日） 
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新国立競技場で使われている合板型枠にマ
レーシア・サラワク州で生産されているサラワク
州伐採会社シンヤン社のロゴマーク「SY e-
panel」が書かれている。	
	
過去に違法伐採・人権侵害・破壊的な森林伐
採が指摘されている企業であり、サプライ
チェーンに様々な問題がまだ起きているため、
違法・持続不可能なリスクが高いと言える。 
 

事例１：マレーシア 
シンヤン社 

新国立競技場の建設現場  
撮影日時：2017年4月3日11:14  



認証制度についての取り組み	
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持続可能なパーム油に関する円卓会議(RSPO) 
・毎年、RTに参加し、現場情報に基づき、サプライヤー企業との会合を重ねている 
・基準を改訂して、森林減少や泥炭地保全、搾取排除に向けて強化 
・現在、パブコメを行なっており、8月2日締め切り 
・具体的な事例をモニタリングを行なって、基準改訂、実施体制の強化へ 
 
パーム油革新グループ（Palm Oil Innovation Group: POIG）への取り組み 
・RSPO Nextという自主的な取り組み 
・HCSアプローチへ 
 
MSPO(Malaysia Sustainable Palm Oil)やISPO(Indonesia Sustainble Palm Oil)とい
う国の動きへの対応 
・実態把握のための情報収集、実態の把握 
・Sustainableというが、実態は合法性証明では？ 
・RSPOとの競合へ 
・東京五輪での情報提供活動 



ご清聴ありがとうございました。	

RAINFOREST ACTION NETWORK (RAN)    　　　　
ran.org  
レインフォレスト・アクション・ネットワーク　　　　 
日本代表部　　　　　　　　　　　　　　　　　 
japan.ran.org  
 

プランテーション・ウォッチ 〜責任ある調達を目指す〜　　　　　　 

www.plantation-watch.org 
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